








研究の背景 

1)研究を必要とする理由 

i)小児心疾患者の頻度は先天性,後天性心疾患と併せ学童においては 0.3%を下らない。ま

た,一般に先天性心疾患の発生頻度は生出生について 0.5～1%といわれている。本邦での出

生人口は年間200万から150万に減少したとはいうものの,それでも年間1万人以上の先天

性心疾患児が生れ,少なくともその 1/3 はその罹病度と死亡率の高いため診療の対象とな

り,また全体的に眺めても,先天性心疾患保有出生児の 1/2 以上がその生涯で診療,追跡,管

理の対象となる。従って,病態人口学的にいっても,単一遺伝子病などの稀な疾患と較べ,

療育,教育,社会参加,福祉など国家行政上からみても多くの問題を含んだ病態人口集団な

のである。これに加え,川崎病人□,ウィルス心炎後の心筋症,成因不明心筋症,諸種不整脈

などの後天性疾患群も加わり,また,成人病準備状態としての小児期の循環器系が存在する

。 

このような状況下で,本邦においては,出生時,新生児期における心疾患の発生,数学的調査

が行われたことは未だかつてなく,その実施は医学上,行政上も貴重な基礎資料を提供する

ことになる。又そのデータは将来とも必須のものである。 

ⅱ)巷間本邦の医学の進歩は著しいといわれるが,新生児幼若乳児心疾患の発見,診断,治療

,追跡,管理といった体系化は甚だ不充分であり,地域較差が著しい。近年新生児,未熟児の

集中医療センター化が徐々に行われてきているが,新生児集中医療対象となる者の中での

循環器疾患や病態は少くない。従って,新生児幼若乳児の心疾患に対する人員を含めた専門

チームの育成と診療体系化が要望されている。 

ⅲ)最近の心エコー図法をも含めた非侵襲的循環器診断法の進歩は著しい。一方,新生児幼

若乳児の侵襲的診断に対する耐容性は低く検査そのものが致死的となることもありうる。

従って非侵襲的診断法の発展と小児心疾患への適用は,早期発見,診断法の確立,手術治療

をも含めた診療体系の適正化へ貢献する所が大どなる。 

ⅳ)内科的,外科的心臓病学の進歩によって経年的に在来の診断法,手術適応,長期予後,追

跡管理法の再検討,再評価が必然的に生じてくる。各疾患の自然歴の理解は不必要な治療や



手術適用を減らすのに役立ち,治療や手術法の進歩は新しい治療適用の拡大へと導く。 

従来の治療や手術法の不完全性はよりよい治療の必要性へ導くのみならず,不都合な合併

症,残遺症,続発症の管理問題を提起する。 


